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今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査結果   

人口減少社会が到来する中で、男女ともに労働者が仕事と家庭を両立し、安心して働き  

続けることができる環境を整備することは、ますます重要な政策課題となっている。   

このような「†1で、今後の化事と家庭の両社を容易にするための更なる万策等の検討に役  

立てることを［川勺として、厚生労働省は、企業および従業員を対象とした「今後の仕事と  

家庭の両立支援に関する調査」を㈱ニッセイ基礎研究所に委託して実施し、このほど、結  

果の概要をとりまとめた 

（備考）本調査の実施・分析は㈱ニッセイ基礎研究所への委託による。また、調査の設計・  

分析にあたっては「／†後の仕事と家庭の両、一た支援に関する研究会（座長：佐藤博樹東京大  

学社会科学研究所教授）」から助言を得た。   



今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査の概要  

（1）調査の対象  

①企業調査  

全国の規模10人以上の企業4，（）00杜。うち、回収・有効回答は7（；：う社（有効回答率   

19．1％）。なお、［軋収された9人以卜の企業の調査票についても、有効回答として分析   

対象に含めている 

（卦従業員調査   

企業調査の対象企業に勤務する従業員のうち、40歳以下のいわゆる正社員12，000   

人。うち、有効回答は1，55：う人（有効回答率12．！）％）。なお、回収された「正社員以外   

（雇用期間の定めなし）」の調査票についても、有効回答として分析対象に含めている。  

※分析対象の主な属性については16ページを参照されたい。  

（2）調査時期   

平成19年11～12月。  

（3）調査方法   

郵送配付、郵送回収。従業員調査は企業経由で依頼・配布したが、調査票は直接返送  

してもらった。また、企業票、従業員票に対となる番号を記載し、分析の際に双ノノのデ  

ータをマッチングできるようにした。  

リ
］
 
 
 



調査結果のポイント  

両立支援制度の導入状況  

l 法律を上回る育児休業制度導入企業は、全体では4社に1社、企業規模1000人以上  

では2社に1社。．．．．．．                        ．．．4  

11 企業規模が大きいほど、女性正社員の働き方で多いパターンとして「子を出産しても  

継続して就業している」の割合が高い。……………………‥．．．．．．．…．‥5  

111短時間勤務制度の導入が進む一方で、規模間格差も顕著。……………．…．．．．6  

両立支援制度導入に向けた課題と示唆  

lV 短時間勤務制度の対象者やニーズが少ないと考える未導入企業でも、当該企業の従業  

員は制度を利用したいと考えている。……．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．………‥7  

V  短時間勤務制度導入企業はさらに充実、未導入企業は現状維持～制度の充実度合いが  

今後二極化していく懸念。．．．．       ‥‥‥……‥．．…．．．．．．．．．．．8  

両立支援制度の利用状況や利用意向  

Vl 育児休業制度や短時間勤務制度を利用したいという男性は3割を超える。………．9  

Vll子を持つ母親の望ましい働き方として、子が1歳までは育児休業の支持率が最も高く、  

子が小学校就学前までは短時間勤務、残業のない働き方が上位2位となっている。．．10  

両立支援制度運用上の課題  

Vlll企業が思うほど、従業員は育児休業制度や育児のための短時間勤務制度の内容を認知  

していない。…………………．．……．…………………．………11  

1X 男性は企業規模にかかわらず、女性は規模が小さいほど、育児休業制度を取得しにく  

い。‖．‖‥．………………………………………………．‖‥．．13  

X  制度の利用しやすさに関する認識についても、企業と従業員でギャップがある。…14  

X霊 短時間勤務制度を利用しにくい理由は、業務遂行への支障、制度内容等の理解不足、  

上司の無理解、昇給・昇格への悪影響等。．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．‥．．．．．．‥．．15   



両立支援制度の導入状況  

l 法律を上回る育児休業制度導入企業は、全体では4社に1社、企業規模1000  

人以上では2社に1社。   

育児休業制度について、①対象となるr－の上限年齢、②対象となる従業員の範囲、③子  

1人について坂得口丁能な【‖l数、④休業期間中の金銭支給、のいずれかについて法律をL［司  

る対応をしている企業は24．（；％，となっている。内容別にみても、法律を上回ると回答した  

企業の割合は全般に低く、①対象となるアーの卜限年齢（11．0％）、（も休業期間中の金銭支給  

（11．7（％）が1割をわずかに超える程度である。   

法律をL匝］る育児休業制度の導入割合を企業規模別にみると、規模299人以下は2割を  

切っている 一ノナで、規模1000人以卜では55．2％と過半数を占めている 

図表1  法律を上回る育児休業制度の導入状況（企業調査）  

■法律を上回る  D法律どおり  田無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

注1：育児・介護休業法で定められた育児休業制度は、1歳（一定の要件を満たす場合には1歳半）未満  

の子を養育する男女労働者が、原則として子1人につき1回取得できる。  

柱2：法律を上二［可る育児休業制度の導入割合は、①～〔わび）いずれかについて「法律を上回る」とし叶答した  

企業の割合、  

柱3：④休業期間－いの金銭支給については、会社や共済会等からの金銭支給が「ある」場合に 一法律を上  

回る一 とした  

図表2   法律を上回る育児休業制度の導入割合（企業調査）  

全体   10～29人  30～99人  100～299人  300～999人  1000人以上   

調査数（∩）   763   220   180   107   100   96   

導入割合   24．6   19．5   15．6   16．8   32．0   55．2   

托：規模別の9人以下（：う8祉）は、サンプルが少ないので表示していない．〕   



ll企業規模が大きいほど、女性正社員の働き方で多いパターンとして「子を出   

産しても継続して就業している」の割合が嵩い。   

企業に対しノて、会社全体でみた場斜こ女性直社眉の働きノノとしてどのようなパターンが  

多いかをたずねたところ、全体としては、「r一を出産しても継続して就業している」が  

40．5％を「ト子めているが、「妊娠・出産を契機に退職する」（18．2％）、「結婚を契機に退職す  

る」（14．2％）も合わせると3割を超えている。   

企業規模別には、規模が大きいほど「子を出産しても継続して就業している」パターン  

が多いとする割合が高くなっており、規模1000人以Lでは（；：i．5％と過半数をr㌧める。  

ノ∴ 規模：う0′、－9ミ）人では4社に1杜が「妊娠・出産を契機に退職する」、規模100～299人  

では2割を超える企業が「結婚を契機に退職する」を、女惟iE社員の働き方で多いパター  

ンとしてあげている。  

図表3 ：女性正社員の働き方で多いパターン（企業調査）  

■結婚を契機に退職する  口妊娠・出産を契機に退職する  

℡出産後、子の年齢が3～4歳となる頃までに退職する  □子が3～4歳となってから小学校に入学する頃までに退職する  

モ‾－‾三  している  四妊娠・出産する女性がいない  

0％  200b  40％  6飢  80サi  tOO％  

注：規模9人以下（：う8杜）はサンプル数が少ないので表ホしていない   



lll短時間勤務制度の導入が進む一方で、規模間格差も顕著。   

両立支援制度の導入割合をみると、「（育児のための）短時間勤務制度（規定と運用を  

含む）」（5∈）．G％）、「時間外労働の制限」（48．さ）（冥，）、「深夜業の免除」（45．6％）が上二位3位  

となっているし 

短時間勤務制度の導入割合を企業規模別にみると、規模1000人以上では8（；．5％にのぼ  

る 一ノノ、規模1（）～2！）人では42．：う％にとどまっている。  

図表4 ：両立支援制度の導入割合（企業調査）  

0  20  40  60  

短時間勤務制度  

時間外労働の制限  

深夜業の免除   

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ  

再雇用制度  

所定外労働をさせない制度  

フレックスタイム制  

育児期の転勤への配慮  

在宅勤務制度  

企業内託児施設  

柱1：短時間勤務制度、再雇用制度、在宅勤務制度に／⊃いては、それぞれに制度の有無をたずねている′、  

ニこでの導入割合は、「制度（規定）としてある」、「運用としてあるの計しノ それ以外については、  

育児のために働き方を柔軟にできるような制度等とLて、導入しているものをすべて選んでもらっ  

ている（複数回答）、  

柱2：再雇用制度は、妊娠、出産、育児、介護を坪由として退職した首を再雇用する制度、それ以外は育  

児のための制度に限定してたずねている、  

図表5 ：育児のための短時間勤務制度の導入状況（企業調査）  

（％）  

調至教 （ 

∩）   定）として  

ある   

全   体  763  100．0  51．1   8．5  38．8 1．6   59．6   

規模別  10～29人   220  100，0  31，8  10，5  57，3  0，5   42，3  

30～99人   180  100．0  43．3   8．9  45．0   2．8   52．2  

100～299人   107  100．0  70，1  4ナ  25．2  0．0  74．8  

300～999人  100  100．0  71．0   8，0   21．0  0．0  79．0  

1000人以上  96  100．0  80．2   6．3 13．5  0．0  86．5   

柱：睨模9人以トー（38杜）はサンプル数が少ないので表示していない   



両立支援制度導入に向けた課題と示唆  

lV 短時間勤務制度の対象者やニーズが少ないと考える未導入企業でも、当該企   

業の従業員は制度を利用したいと考えている。   

育児のための短時間勤務制度を導入していない企業は全体の：う＆8％、規模10～29人で  

は57月％にのぼる。末導入企業に対して導入しない坪内をたずねたところ、「育児中の人  

等、制度の対象となる従業員が少ない」（58．8％）、「短時間勤務になじ主ない業務が多い」  

（28．4％）、澗」度の対象となる従業員はいるが、短時間勤務のニーズがない」（20．9（％）が  

上位3位となっている。しかし、「育児中の人等、制度の対象となる従業員が少ない」、「制  

度の対象となる従業員はいるが、短時間勤務のニーズがない」と回答した企業に勤務する  

従業員の4割程度は、短時間勤務制度を利用したいと考えている〔〕  

図表6 ：育児のための短時間勤務制度を導入していない理由（企業調査）  
0  20  40  60（qも）  

育児中の人等、制度の対象となる従業員が少ない  

短時間勤務になじまない業務が多い   

制度の対象となる従業員はいるが、短時間勤務の  
ニーズがない  

他の従業員の負荷が高まる  

短時間勤務を認めると勤務管理が煩雑になる  

その他  

無回答  

柱1：育児のための短時間勤務制度が「ない」企業について 

注2：複数回答〕  

図表7 ：企業の未導入理由と従業員の利用意向（企業調査、従業員調査）  

＼る国利用したいと思う□利用したいと思わない田利用する必要がないロわからない田無回答  

育児のための短時間勤務制度  
未導入企業の従業員  

∩＝384  

Oqo  20qノ0  40㌔  608匂  80年o  100qも  

1．7  2．5  

・√‥ ∴≒‥、、三∴ 三‥一 喜  あてはまる   
∩＝237  

禾導入理由  
「制度の対象と  
なる従業員が  
少ない」  

あてはまらない  
∩＝147  

あてはまる   
∩＝98  

未導入理由  
「短時間勤務の  
ニーズがない」  2．8   

あてはまらない  
n＝286  



∨ 短時間勤務制度導入企業はさらに充実、未導入企業は現状維持～制度の充実   

度合いが今後二極化していく懸念。   

全企業に短時間勤務制度に関する今後の考えをたずねたところ、「現状どおりでよい」  

が（；5．9％と過半数をrjィめる リノで、「既存の制度を充実したい」も2：う．1（舛，みられる〔）   

既存の短時間勤務制度の導入タイプ別に今後の考えをみると、「育児のみ（について短  

時間勤務を認めている）」、「育児と育児以外（の事巾で短時間勤務を認めている）」につい  

ては3割強が「既存の制度を充実したい」と考えているtノ ーノノ、「いずれの短時間勤務も  

認めていない」、「育児以外のみ（の事由で短時間勤務を認めている）」という企業では、  

「現状どおりでよい」が各77．f）％、76．7％と高い割合を占めている。   

このように、育児のための短時間勤務制度を導入している企業ではさらに制度を充実す  

る動きがみえる 一方で、制度のない企業では現状維持という割合が高く、短時間勤務制度  

の充実度合いが企業によって∴極化していくことが懸念される。  

図表8 ：短時間勤務制度に関する今後の考え（企業調査）  

■現状どおりでよい□既存の制度を充実したい田既存の制度を縮小・廃止したい日新たに導入したい■無回答  

0％  209。  40％  60％  80％  100％  

短
時
間
勤
務
制
度
の
導
入
タ
イ
プ
別
 
 

育児と育児以外  
∩＝392  

育児以外のみ  
∩＝‖6  

いずれの短時間勤務も認めていない  
∩＝131  

柱：矧時間勤務制度の導入タイプは、次のような考えノノで類型化Lている、  

●育児のみ：育児のための短時間勤務を制度又は運用として導入しているが、育児以外〃）事由（介  

護、子どもソ）看護、そび）他、適用車両に制限なし）では毎時間勤務を認、めていない  

●育児と育児以外：育児のための短時間勤蘭を制度又は運用として導入しており、育児以外の事由  

でも短時間勤務を認めている、  

●育児以外ノ）み：育児〃）ための無印寺間勤務は導入していないが、育児以外の事巾で短時間勤務を認  

めている  

● いずれぴ）毎時間勤務も認漉ていない：育児ゾ〕ためぴ）短時間勤務ヰ、育児以外び）事山での無時間勤  

務ヰ）誰〆）ていない   



両立支援制度の利用状況や利用意向  

Vl育児休業制度や短時間勤務制度を利用したいという男性は3割を超える。   

育児休業制度を「利川したいと思う」割合は、升性が；‖．8％、女性が（；8．〔）％、育児のた  

めの短時間勤務制度を利用したい割合は男惟が；i4．6％，、女性が（；2月％となっているし）この  

ように、男惟がこれらの制度を利用したいという割合は3割を超えており、男件の実際の  

制度利川率の低さを考慮すると、制度を利用したいと思っているものの実際には利用して  

いない男′性が少なからずいることが推察される。   

育児休業制度を利用したい理由をみると、女性は「子どもが小さいうちは、白分で育て  

たいから」（84．1％）が、卦卜生は「r一どもが小さいうちは、育児が大変だから」（79．1％）  

がトップにあげられている。短時間勤務制度については、男女とも「勤務時間が短縮でき  

る分、了一どもと一緒にいられる時間が増えるから」、「保育園、学童クラブ、両親等に預け  

られる時間が限られているから」が上位2位となっている。  

図表9 ：両立支援制度の利用意向（従業員調査）  

全体  子ども  男性  女性  
あり          全体  子どもあり  全体  子どもあり   

調査数（∩）   1553  ‖04  752  589  801  515   
育児休業制度   50．9  50．0  31．8  33．1  68．9  69．3   

育児のための短時間勤務制度   48．9  48．8  34．6  35．1  62．3  64．5   

柁：育児休業制度については「利用したいと思う、育児のための短時間勤務制度については「現在利用し  

ている」・利用Lたいと思う」を合わせた割合  

図表10：制度を利用したい理由（従業員調査）  

【育児休業制度】  【育児のための短時間勤務制度】  
飢  2仇  4伊○  ∝P。  ∝r。  1∝粘  飢  Ⅹ粗  4ぴも  肌  貯t  l〔けl   

子どもが小さしうちlよ  

自分で青竹＼から  

子どもが小さしうちl£   

育児が大変だから  

法律で認められた権車lげ三から  

保育園、両親等に預けられ恕瑞間が  
限られており、休まざる軌ヽから  

休業期間中lコ£雇用保険から   
給付金力徹れるから  

保育園こ入れず、  
休柵＼から  

柱l：各制度を利用したいと思∵） と回答した従業員について 

托2：複数［可答。「その他」、ゎからない、「無［ロ」答」は表ホしていない  

f）  



Vll子を持つ母親の望ましい働き方として、子が1歳までは育児休業の支持率が   

最も高く、子が小学校就学前までは短時間勤務、残業のない働き方が上位2   

位となっている。   

従業員調査で、子を持つ母親の働きノノとして望ましいと思うものを、f一どもの年齢ごと  

にたずねたところ、1歳までは「育児休業」（45．7％）が最も高く、「子育てに専念」  

（42．4％）が僅差でそれに続いている。   

「短時間勤務」や「残業のない働きん」は、十どもの成長過程における長い期間におい  

て望ましい働き方として支持されている。「†1でも「短時間勤務」は3歳まで（：iO．7％）、小  

学校就学前まで（41．0％）において最も高い回答割合となっている。  

図表11：子の年齢別にみた、子を持つ母親として望ましい働き方（従業員調査）  

r‾‾●‾‾‾ 

l ：全体： l  

ln＝15531 1      l  

℡残業のある働き方  日残業のない働き方  田短時間勤務  
屯在宅勤務（部分在宅も含む） 8育児休業  8子育てに専念  

由無回答  

Oqb  20％  40サb  60ウ。  80％  100％  

Al歳まで  

Bl歳半まで  

C二3歳まで  

D小学校就学前まで  

E小学校3年生まで  

F小学校卒業まで  

G中学校卒業まで  

H高校卒業まで  

Ⅰ短大・大学以上  

托：図表を見やすくするた捌こ、5．（）％未満はデータを表ホしていない  

‖）   



両立支援制度運用上の課題  

Vlll企業が思うほど、従業員は育児休業制度や育児のための短時間勤務制度の内  

容を認知していない。   

企業調査では、制度利用（希望）者、管押職、それ以外の・般の従業員それぞれについ  

て、育児休業制度の内容、休業「†1の労働条件（賃金、昇給・昇格、勤続年数への算入等）  

の認知状況をたずねている。従業員調査では、図表12【育児休業制度】のAへノEの項目そ  

れぞれについて、自分がどの程度知っているかをたずねている。   

育児休業制度が「認知されている」と回答した企業に勤務する従業員（制度利用（希望）  

者、管理職、一般従業員）が、実際に制度を認知しているかどうかをみるために、企業デ  

ータと従業員データをマッチングしたところ、「制度の対象」、「休業期間」について「認  

知されている」とする企業で実際に従業員が「知っている」割合は、制度利用（希望）者  

と一般従業員では7割前後だが、管理職では6宵は引ことどまる。「休業中の賃金、その他  

の経済的給イ寸」、「休業後の昇給・昇格の取り扱い」、「休業期間の勤続年数への算入」につ  

いては、制度の認知に関する企業と従業員の認識ギャップはさらに広がっている√〕   

次に、育児のための短時間勤務制度についても、企業調奄では、制度利用（希望）者、  

管理職、それ以外の 一般の従業員それぞれについて、制度内容、制度利用中の労働条件（賃  

金、昇給・昇格の取扱い等）、業務内容・量や職責の認知状況をたずねている。一方、従  

業員調査では、図表12【育児のための短時間勤務制度】のA～Fの項目それぞれについて、  

自分がどの程度知っているかをたずねている。   

制度利用（希望）者、一般従業員について「制度の対象」、「勤務時間、勤務目数」、「利  

用できる期間」の結果をみると、「認知されている」とする企業で実際に「知っている」  

割合は7～R割程度にのぼる（、一万、「制度利用［いの汁給・昇格の取り披い」、「業務内容、  

量や職責の変更の有無」をみると、「認知されている」とする企業の従業員が「知ってい  

る」割合は、制度利用（希望）者が4割程度、一般従業員が5割程度と比較的低い。なお、  

管理職については、全ての項LJについて、短時間勤務制度が 「認知されている」とする企  

業に勤務する者の8割程度が「知っている」と回答しているし，ただし、管理職については  

サンプル数が少ない（；う∈）人）ため、結果の解釈は慎重に行う必要がある。  

11   



図表12：従業員の立場別にみた、制度内容に関する認知状況の相違（企業調査、従業員調査）  

【育児休業制度】  （％）  

従業員調査の結果  

制度利用者  管理職  一般従業員  

企業調査の結果  n   
「知っている」    n  「知っている」    n   「知っている」   

割合  割合  割合   
A 制度の対象  全体   791   70．7  92   57．6  684   55．6  

認知されている  574   78．0  57   56，1  236   70．8  
認知されていない  94   38．3  24   50．0  361   46．3   

B 休業期間  全体   791   69．3  92   58．7  684   52．0  

認知されている  574   76．0  57  57．9  236   69．9  
認知されていない  94   38．3  24  54．2   361   41．3   

C休業中の賃  791   56．8  92 46．7   684  39．8  

金、その他の経  63．2  57  47．4   236：  58．5  
済的給付   認知されていない  94   25，5  24   37．5  361  30．2   

D休業後の昇  791   35．5  92   40．2  684   28．9  

給・昇格の取り  42．0  57   40．4  236   41．9  

扱い   認知されていない  94⊆  9．6   24   37．5  361   21．3   

E休業期間の  791   39．4  92   40．2  684   32．9  

勤続年数への  44．3  57   40．4  236   48．7  

算入   認知されていない  94   16．0  24   37．5  3（；1   23．3   

【育児のための短時間勤務制度】  （％）  

従業員調査の結果  
制度利用者  管理職  一般従業員  

企業調査の結果  n  「知っている」  割合  n  M  「知 
っている」    n  「知っている」  

割合  割合   
A 制度の対象  全体   343   67．3  3針  71．8   279   65．6  

認知されている  245   74．7  22 81．8   105≡  72．4  

認知されていない  26   42．3  8   62．5  120   66．7   

B勤務時間、  343   71．7  39   71．8  279   67．7  

勤務日数   認知されている  245  80．8   22   86．4  105   72．4  
認知されていない  26 42．3   8   62．5  120   66．7   

C利用できる  343   75．8  39   69．2  279   69．2  

期間   認知されている  245   84．1  22   86．4  105   75．2  

認知されていない  26   46．2  8   50．0  120   70．0   

D制度利用中  343   55．4  39   69．2  279   51．6  

の賃金その他  61．6  22   86．4  105   61．0  

の経済的給付   26．9  8   50．0  120   48．3   

E制度利用中  343   35．3  39   64．1  279   44．8  
の昇給・昇格の  38．8  22   77．3  105  55．2  

取り扱い   認知されていない  26   23．1  8：  50．0   120  39．2   

F業務内容、  343   35．6  3針  61．5   279  43．0  

量や職責の変  39．6  22   77．3  105   52．4  

更の有無   認知されていない  26   15．4  8   50．0  120   35．8   

柱1：企業調査では、制度利用（希望）甘、管理職、それ以外の 一般の従業員それぞれについて、制度の  

認知状況をたずねている。「認知されている」は■よく認知されている」、「だいたい認知されている」  

の汁、「認知されていないは「あまりに認知されていない、「全く認知されていない」の計であ る。  

一方、従業員調査では、制度の内容それぞれについて、自分がどの程度知っているかをたずねてい  

る 知っているは ■よく知っている」、「だいたい知っている」（／）計である、  

注2：ニニでは、制度の認知状況に関する企業の認識と従業員の実態を比較するために、従業員について  

も、次のょうな考え方で制度利用（希望）者、管理職、 一般従業員に類型化し、それぞれぴ）類型別  

の結果を示している1  

● 制度利用（希望）首：制度を現在利用している 圭たは利用したいと思うと回答した従業員 
● 管理職：自分び）什車内容について r管理職と回答した従業員  

● 一般従業員：上記以外の従業員。）  

往こう：東胡寺間勤務制度については、企業調査は制度が制度（脱走）としてある」、あるいは運用として  

ある」と恒卜答した企業について。従業員調査は制度が ぁると［［〕」答した従業員について′J  

柱4：短時間勤務制度に関する管理職のサンフル数が少ない（ニう9人）げ）で、その結果については慎重な解  

釈を要する 

12   



lX 男性は企業規模にかかわらず、女性は規模が小さいほど、育児休業制度を取  

得しにくい。   

育児休業の取得しやすさについて、女性が取得する場合は71．2％の企業が取得しやすい  

と回答している一方で、共働きのり性が収得する場斜こなると、肋得しにくいとする割合  

が76．7％をrjiめているtJ従業員調合でも、女件の場合は取得しやすい割合が7；〕．5％である  

一ノノ、共働き男性の場合は取得しにくい割合が86月％をしモiめる。   

企業調杏、従業員調査ともに、女性が取得する場合は、企業規模が小さいほど取得しや  

すい割合が低卜し、共働きのカ′性が取得する場合は、規模にかかわらず取得しやすい割合  

が低い。  

図表13：ケース別にみた育児休業制度の取得しやすさ（企業調査、従業員調査）  

＼田どちらかといえば取得しやすいロどちらかといえば取得しにくい□取得しにくい田無回答  

企業調査  
1＝763  

共働き  
の男性  
が取得  
する場  
合  

従業員調査   
∩＝1，553  

「取得しやすい」計  
女性が取得  

調査数（n）         する場合  共働の男 性が取得す  

る場合   
全体  763   71．2   20．1  

企  220   61．4   16．4  

業  30～99人   180   57．2   15．0  
調  100～299人   107   81．3   23，4  

査  300～999人   100   91．0   22．0  
1000人以上   96   95．8   27．1   

1，553   73，5   12．0  
245   53，5   10．2  

貝  
従 業   219   54．3   ●  

調  100～299人   169   74．0   11．8  

査   
300～999人   264   78．8   9．8  
1000人以上   400   91．8   17．5   

柱1：「取得しやすい計は 取得しやすい、どちらかといえば取得Lやすい」〃）計こ「取得しにくい計  

は rどちらかといえば取得しにくい、取得しにくい び）計「  

柱2：規模別の9人以†ご（ニ娼社、2日人）は、サンプルが少ないので表示していない  

1ニi   



X 制度の利用しやすさに関する認識についても、企業と従業員でギャップが  

ある。   

育児休業制度を「取得しやすい」と「「寺1答した企業に勤務する従業員が、実際に「取得し  

やすい」と感じているかどうかをみるために、企業データと従業員データをマッチングし  

た。その結果、女惟が取得する場合については、「取得しやすい」とする企業で実際に女  

性従業員が‾取得しやすい」と［可答している割合は85．1％と高い。一万、共働きの野性が  

取得する場合について、「収得しやすい」としている企業に勤務する共働きの男性従業員  

の回答をみると、取得しやすいという割合は21．4％，に過ぎず、企業と従業員の間に大きな  

認識のギャップがみられている。   

短時間勤務制度についても同様に企業データと従業員データをマッチングしたところ、  

「利用しやすい」とする企業で尖際に従業員が「利用しやすい」と回答している割合は  

5！）．（）％と過半数にのぼるものの、何者の問に相当の認識ギャップが存在しているという見  

方もできる一っ  

図表14：ケース別にみた、育児休業制度の取得しやすさに関する認識の相違  

（企業調査、従業員調査）  

従業員調査の結果  

企業調査の結果  調査数 （n）  取得しやす  どちらかとどちらかと   取得しにく  無回答  「取得しや  「取得しに     い  いえば取いえば取 得しやすい≦得しにくい   い   すい」計  くい」計   

A女性が取  801   41．2   35．3   13．6   9．5   0．4   76．5   23．1  
得する場合   584   45．9   39．2   9，6   5．0   0，3   85，1   14，6  

取得しにくい   109   6．4   20．2   36．7     35．8   0．9   26，6   72，5   
B共働きの  306   1．6   9．8   31．7≧  55．6  1．3   11．4   87．3  
男性が取得  56   3．6   17．9   37．5  41．1  0．0   21．4   78．6  
する場合   212   1．4   9．0   30．2   57．5   1．9   10．4   87．7   

注1：制度の認知状況に関する企業の認識と従業員の実態を照合するために、従業員調査の結果について、  

女性が取得する場合は女性に、共働きの男′卜生が取得する場合は共働きの男性に、対象を限定して集  

計している  

柱2：企業調査の結果 にある 取得しやすい」は「取得しやすい、「どちらかといえば取得しやすい  

げ）計、取得しにくいはどちらかといえば取得しにくい」、「取得しにくいの計）  

図表15：育児のための短時間勤務制度の利用しやすさに関する認識の相違  

（企業調査、従業員調査）  
（％）  

従業員調査の結果   
利用しやす  どちらかとどちらかと   利用しにく  無回答  「利用しや  「利用しに  

の  いえば利  すい」計  くい」計  
用しやすい   

1．553   12．6 30．3  31．9   20．1   5．0   42．9   52．0   

し  614   21．8   37．1   26．2  10，7   4．1   59．0   37．0  
309   4．5   27．5   32．4  29．4  6．1   32．0   61．8   

企業調査  

利用しやす  
利用しにくい  

注1：企業調査は育児〝）ための短時間勤務制度が「制度（規定）とLてある」、一連用としてある」と回答  

した企業について、従業員調査については、勤務先に育児のための短時間勤務制度がない場合も、  

あると想定Lてk！1答して≠〕らっている、、  

柱2：「企業調査の結果 にある「利用しやすい」は 利用しやすい∴ どちらかといえば利用しやすい  

ぴ〕計、【利用しにくいはどち〔）かといえば利用しにくい、利用しにくい」〃）計J  
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Xl短時間勤務制度を利用しにくい理由は、業務遂行への支障、制度内容等の理   

解不足、上司の無理解、昇給・昇格への悪影響等。   

従業員調査で、「利用しにくい」と回答した従業員に対してその理由をたずねたところ、  

「制度を利用すると業務遂行に支障が生じる」（6：う．F）％）、「制度の内容や手続きがよくわ  

からない」（二：招．5（％）、「制度利用に対して上司の理解が得られない」（；il．〔）％））、「制度を利  

用すると昇給・昇格に悪影響を及ぼす懸念がある」（28．1％）が上二位4位となっている。   

男女別にみると、男′性は「制度を利用すると業務遂行に支障が生じる」（G7．5％）、「制度  

の内容や手続きがわからない」（45．7％）のしロJ答割合が女性に比べて高い。  

図表16：育児のための短時間勤務制度を利用しにくい理由（従業員調査）  

0％  20％  40％  60％  80％  ％
 
 

0
 
 

0
 
 

制度を利用すると業務遂行に支障が生じる  

制度の内容や手続きがよくわからない  

制度利用に対して上司の理解が得られない  

制度を利用すると昇給・昇格に悪影響を及ぼす懸念がある  

制度を利用すると賃金が下がる  

制度の内容が不十分  

制度利用に対して同僚の協力が得られない  

制度利用に対して顧客の理解が得られない  

制度の手続きが面倒  

その他  

無回答  

柁1：育児のための短時間勤務制度を「どちらかといえば利用Lにくいまたは r利用しにくいと回答  

した従業員について  

柱2：複数［可答1  

1n   




